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１
．
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
に
向
け
た
世
界
の
潮
流

　

２
０
５
０
年
の
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
達

成
に
向
け
て
世
界
の
動
き
が
急
加
速
し
て
い
る
。

日
本
を
含
め
１
２
０
以
上
の
国
が
宣
言
済
み
で

あ
り
、
世
界
の
潮
流
に
合
わ
せ
、
日
本
は
２
０

３
０
年
ま
で
に
46
％
削
減
（
13
年
度
比
）
と
い

う
目
標
を
宣
言
し
た
。

　

世
界
の
Ｅ
Ｓ
Ｇ
投
資
は
急
拡
大
し
て
お
り
、

企
業
が
脱
炭
素
に
真
剣
に
対
応
し
な
け
れ
ば
、

金
融
機
関
か
ら
の
資
金
調
達
も
困
難
に
な
る
圧

力
も
強
ま
っ
て
い
る
。

　

今
年
７
月
に
欧
州
委
員
会
が
、
２
０
３
５
年

に
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド
車
（
Ｈ
Ｖ
）
を
含
む
内
燃
機

関
の
新
車
販
売
を
実
質
禁
止
す
る
方
針
を
発
表
。

ま
た
Ｅ
Ｕ
タ
ク
ソ
ノ
ミ
ー
規
則
で
は
、
26
年
か

ら
Ｐ
Ｈ
Ｖ
と
Ｈ
Ｖ
を
サ
ス
テ
ィ
ナ
ブ
ル
投
資
の

対
象
外
に
す
る
こ
と
に
な
っ
て
い
る
。

　

ノ
ル
ウ
ェ
ー
は
25
年
の
１
０
０
％
Ｅ
Ｖ
化
を

宣
言
し
、
今
年
６
月
の
乗
用
新
車
販
売
は
Ｅ
Ｖ

比
率
が
65
％
、
Ｐ
Ｈ
Ｖ
を
併
せ
る
と
85
％
に
達

し
て
い
る
。
ま
た
中
国
の
深
圳
市
で
は
、
公
共

バ
ス
・
タ
ク
シ
ー
の
１
０
０
％
Ｅ
Ｖ
化
を
既
に

実
現
し
て
い
る
。

　

さ
て
日
本
は
、
一
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
の
９

割
を
化
石
燃
料
の
輸
入
（
15
兆
円
以
上
分
）
に

依
存
し
て
い
る
。
４
４
０
以
上
の
自
治
体
（
総

人
口
１
・
１
億
人
）
が
50
年
ま
で
の
脱
炭
素
を

宣
言
し
て
お
り
、
地
域
の
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ

ー
活
用
で
地
域
内
に
資
金
を
還
流
さ
せ
、
地
方

創
生
に
結
び
付
け
よ
う
と
す
る
狙
い
も
あ
る
。

　

日
本
の
Ｃ
Ｏ
２
排
出
量
（
18
年
に
11
・
４
億

ト
ン
）
は
、
世
界
５
位
（
３
・
２
％
）
で
、
内

訳
は
発
電
が
40
％
、
産
業
が
25
％
、
自
動
車
を

含
む
運
輸
部
門
が
18
％
と
な
っ
て
い
る
。

２
．
エ
ネ
ル
ギ
ー
転
換
の
方
向
性
と
課
題

　

日
本
は
最
終
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
で
は
、
73
％

を
熱
と
し
て
、
27
％
を
電
力
と
し
て
利
用
し
て

い
る
。

　

脱
炭
素
に
向
け
、
電
力
は
再
生
可
能
エ
ネ
ル

ギ
ー
由
来
へ
、
運
輸
・
民
生
・
産
業
部
門
等
、

熱
利
用
分
野
は
電
化
を
進
め
る
方
向
で
あ
る
。

し
か
し
、
産
業
用
、
な
か
で
も
約
６
割
を
占
め

る
鉄
、
セ
メ
ン
ト
、
化
学
等
で
は
、
電
化
で
の

対
応
が
困
難
で
、
水
素
（
扱
い
や
す
い
メ
タ
ン

化
、
ア
ン
モ
ニ
ア
化
も
含
む
）、
特
に
再
生
エ

ネ
に
よ
る
グ
リ
ー
ン
水
素
の
役
割
が
高
ま
る
。

　

産
業
用
や
飛
行
機
・
船
舶
・
大
型
ト
ラ
ッ
ク

等
で
、
水
素
が
膨
大
な
規
模
で
求
め
ら
れ
る
見

込
み
だ
が
、
供
給
力
や
コ
ス
ト
が
課
題
と
な
る
。

現
状
も
欧
州
に
対
し
劣
勢
に
あ
る
。

カーボンニュートラルに
向けたビジネスの
変革について
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カーボンニュートラルに向けたビジネスの変革について

　

欧
州
は
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
に
早
く
か
ら

着
目
し
、
政
策
的
支
援
に
力
を
入
れ
、
太
陽
光

と
風
力
の
利
用
環
境
整
備
で
大
き
く
先
行
し
た
。

自
然
変
動
電
源
の
需
給
調
整
技
術
も
進
み
、
化

石
燃
料
を
下
回
る
コ
ス
ト
に
な
っ
て
い
る
。

　

日
本
で
も
再
生
エ
ネ
発
電
の
比
率
は
高
ま
っ

て
い
る
（
20
年
で
約
21
％
）
が
、
電
力
シ
ス
テ

ム
上
の
制
約
等
か
ら
、
50
年
段
階
で
も
比
率
が

５
～
６
割
に
と
ど
ま
る
と
の
見
方
が
多
い
。
Ｅ

Ｕ
は
最
低
で
も
８
割
を
目
指
す
。

　

デ
ン
マ
ー
ク
の
例
で
は
、
１
９
７
０
年
代
に

エ
ネ
ル
ギ
ー
自
給
率
が
１
％
台
だ
っ
た
が
、
30

年
先
の
目
標
を
立
て
て
実
現
し
、
２
０
０
５
年

に
は
１
５
０
％
も
突
破
。
２
０
１
９
年
の
風
力

発
電
比
率
は
47
％
で
、
30
年
に
は
電
力
の
１
０

０
％
再
エ
ネ
化
の
見
通
し
を
持
つ
。

３
．
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
種
類
別

の
課
題
と
可
能
性

　

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
は
、
今
後
す
べ
て
の

手
段
を
活
用
し
て
拡
大
さ
せ
て
い
く
必
要
が
あ

る
が
、
そ
れ
ぞ
れ
課
題
を
抱
え
る
。

　

転
換
に
向
け
た
実
行
の
ス
ピ
ー
ド
が
特
に
重

要
と
な
る
が
、
開
発
に
要
す
る
時
間
、
実
現
へ

の
コ
ス
ト
、
地
域
内
で
の
調
達
力
等
が
、
普
及

の
上
で
大
き
な
ポ
イ
ン
ト
に
な
る
。

　

太
陽
光
は
、
資
源
エ
ネ
ル
ギ
ー
庁
の
見
解
で

は
、
平
地
が
少
な
く
既
に
面
積
当
り
の
発
電
量

は
高
水
準
で
、
今
後
適
地
が
減
少
し
コ
ス
ト
が

上
昇
す
る
懸
念
な
ど
が
挙
げ
ら
れ
て
い
る
。

　

し
か
し
、
住
宅
を
は
じ
め
、
オ
フ
ィ
ス
・
商

業
施
設
、
農
地
等
、
ま
だ
ま
だ
設
置
可
能
な
場

所
は
多
い
と
見
ら
れ
、 

ま
た
次
世
代
の
薄
型
・

軽
量
で
立
地
の
制
約
が
少
な
い
電
池
が
低
コ
ス

ト
で
開
発
さ
れ
れ
ば
、
適
地
は
大
き
く
広
が
る

と
想
定
さ
れ
る
。

　

例
と
し
て
、
大
型
商
業
施
設
で
は
屋
根
や
壁

面
で
の
自
家
消
費
型
太
陽
光
発
電
を
増
や
し
始

め
て
い
る
が
、
今
後
は
駐
車
場
の
利
用
も
可
能

性
が
あ
る
。
自
動
車
デ
ィ
ー
ラ
ー
で
も
中
古
車

展
示
場
や
駐
車
場
で
導
入
す
れ
ば
、
洗
車
等
の

人
手
が
省
け
、
全
天
候
型
の
施
設
の
快
適
化
に

も
寄
与
し
得
る
と
思
わ
れ
る
。

　

ま
た
営
農
型
発
電
（
ソ
ー
ラ
ー
シ
ェ
ア
リ
ン

グ
）
も
潜
在
性
は
高
く
、
農
業
＋
発
電
で
農
地

の
生
産
性
を
大
幅
に
向
上
さ
せ
る
可
能
性
も
あ

る
。
農
地
で
の
発
電
が
可
能
に
な
れ
ば
、
全
国

に
広
く
分
布
す
る
農
地
の
Ｅ
Ｖ
充
電
イ
ン
フ
ラ

化
や
、
担
い
手
不
足
の
農
業
の
電
化
・
自
動
化

に
も
発
展
し
得
る
と
考
え
る
。

　

風
力
発
電
は
、
欧
州
に
大
き
く
後
れ
を
取
っ

て
い
る
が
、
政
府
は
洋
上
風
力
で
非
常
に
高
い

目
標
を
掲
げ
て
い
る
。
た
だ
洋
上
風
力
で
は
北

海
道
・
東
北
等
に
適
地
が
限
ら
れ
る
こ
と
や
、

国
産
メ
ー
カ
ー
が
な
く
、
か
つ
浮
体
式
を
増
や

す
必
要
性
が
高
い
中
、
コ
ス
ト
面
や
専
門
人
材

等
の
課
題
も
多
い
。
地
域
単
位
の
小
規
模
な
陸

上
風
力
も
、
ま
だ
普
及
余
地
は
高
い
と
思
わ
れ

る
。

　

地
熱
は
、
世
界
３
位
の
地
熱
資
源
量
を
有
す

る
が
、
稼
働
し
て
い
る
の
は
ご
く
僅
か
で
あ
り
、

許
認
可
や
地
元
と
の
合
意
形
成
な
ど
に
長
い
時

間
を
要
す
る
点
が
課
題
と
な
る
。

　

筆
者
は
バ
イ
オ
マ
ス
資
源
の
可
能
性
に
最
も

着
目
し
て
い
る
。
バ
イ
オ
マ
ス
資
源
は
資
源
量

も
豊
富
で
、
発
電
用
に
と
ど
ま
ら
ず
、
①
Ｃ
Ｏ

＜日本のエネルギー転換の方向性と課題＞

発電
ロス

電力
27%

運輸 32%
熱 極力電化が必要
73% 民生 18% 水水素素利利用用がが最最有有力力

（メタン、アンモニア化含む）

産業用 うち 鉄

48% 60% セメント 　　電化が困難
化学

最終エネルギー消費

出所）NPO法人国際環境経済研究所資料など

＊欧州の水素の供給力とコストは日本より優位で、

特にグリーン水素では、再生エネ電力のコストが

低い欧州との差が大きい

政府の50年目標では、供給量・

コスト低下とも不十分な見込み

図１　日本のエネルギー転換の方向性と課題
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２
吸
収
源
に
な
る
、
②
ガ
ス
・
液
体
燃
料
等
多

様
な
エ
ネ
ル
ギ
ー
源
に
な
る
（
石
炭
火
力
発
電

所
か
ら
の
転
用
も
可
能
）、
③
木
材
・
農
地
資

源
を
起
点
に
地
域
経
済
・
雇
用
を
活
性
化
で
き

る
、
④
食
料
・
エ
ネ
ル
ギ
ー
等
を
自
給
し
防
災

性
も
高
い
国
土
を
形
成
で
き
る
、
等
、
波
及
効

果
が
非
常
に
大
き
い
。
本
稿
の
最
後
に
バ
イ
オ

マ
ス
を
主
体
と
し
た
案
を
提
示
す
る
。

４
．
自
動
車
業
界
に
求
め
ら
れ
る
こ
と

　

自
動
車
業
界
で
は
、
車
両
の
電
動
化
、
及
び

製
造
～
廃
棄
ま
で
の
Ｌ
Ｃ
Ａ
（
ラ
イ
フ
サ
イ
ク

ル
ア
セ
ス
メ
ン
ト
）
の
脱
炭
素
化
が
求
め
ら
れ
、

Ｇ
Ｍ
、
Ｖ
Ｗ
、
ダ
イ
ム
ラ
ー
等
、
高
い
目
標
を

掲
げ
る
メ
ー
カ
ー
が
増
え
て
い
る
。

　

但
し
、
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
・
バ
リ
ュ
ー
チ

ェ
ー
ン
を
通
じ
た
Ｌ
Ｃ
Ａ
で
の
脱
炭
素
へ
向
け

て
は
、
幅
広
い
関
係
取
引
先
で
も
対
応
が
要
請

さ
れ
、
産
業
界
全
体
へ
の
影
響
が
今
後
大
き
く

な
る
。
自
動
車
産
業
で
も
、
素
材
・
車
両
製
造

／
販
売
・
整
備
／
顧
客
利
用
／ 

流
通
・
廃
棄

の
全
段
階
で
、
従
来
に
な
い
リ
ス
ク
と
ビ
ジ
ネ

ス
チ
ャ
ン
ス
が
生
ま
れ
る
。

　

Ｅ
Ｕ
で
は
24
年
７
月
か
ら
Ｅ
Ｖ
用
電
池
の
製

造
か
ら
廃
棄
ま
で
の
Ｃ
Ｏ
２
排
出
量
の
開
示
が

求
め
ら
れ
、
使
用
電
源
が
重
要
と
な
る
。
排
出

の
多
い
電
源
で
生
産
さ
れ
た
Ｅ
Ｖ
は
、
輸
出
が

困
難
と
な
る
可
能
性
が
あ
り
、
現
状
の
日
本
の

電
源
構
成
で
は
不
利
に
な
る
。

　

自
動
車
は
多
種
多
様
の
部
素
材
企
業
が
関
わ

り
、
限
ら
れ
た
面
積
の
中
で
製
造
大
国
で
あ
る

た
め
、
再
生
エ
ネ
に
よ
る
電
力
確
保
や
グ
リ
ー

ン
水
素
の
確
保
は
難
題
と
予
想
さ
れ
、
原
材
料

～
車
両
製
造
段
階
で
の
カ
ー
ボ
ン
ゼ
ロ
化
は
、

難
易
度
が
高
い
。
水
素
が
不
足
す
れ
ば
Ｆ
Ｃ
Ｖ

の
普
及
に
も
影
響
す
る
恐
れ
が
あ
る
。
欧
米
主

導
で
国
境
炭
素
税
が
導
入
さ
れ
れ
ば
、
日
本
は

不
利
に
な
る
可
能
性
が
高
く
、
大
き
な
リ
ス
ク

と
な
り
得
る
。

　

水
素
に
関
し
て
は
、
欧
州
は
グ
リ
ー
ン
水
素

の
生
産
を
重
視
し
、
欧
州
勢
が
連
携
し
て
近
隣

国
か
ら
の
パ
イ
プ
ラ
イ
ン
で
の
輸
入
を
構
想
し

て
お
り
、
水
素
の
争
奪
戦
が
予
想
さ
れ
る
。

　

今
後
は
再
生
エ
ネ
電
力
に
よ
る
生
産
力
が
工

場
立
地
の
重
要
条
件
と
な
る
見
込
み
だ
が
、
日

本
は
電
源
の
面
で
不
利
な
状
況
で
、
国
内
産
地

別
の
競
争
力
に
も
影
響
す
る
可
能
性
が
あ
る
。

立
地
の
競
争
力
の
軸
の
転
換
は
、
地
域
の
成
長

力
に
も
関
わ
る
た
め
、
留
意
が
必
要
で
あ
る
。

　

Ｃ
Ｏ
２
排
出
削
減
の
基
準
と
さ
れ
る
Ｓ
Ｂ
Ｔ

（Science-based target

）
で
は
、
年
４
・
２

％
（
気
温
上
昇
１
・
５
℃
目
標
の
場
合
）
の
削

減
ペ
ー
ス
の
基
準
を
示
す
（
次
頁
図
３
）。

　

ア
ッ
プ
ル
は
30
年
ま
で
の
Ｌ
Ｃ
Ａ
脱
炭
素
の

た
め
に
仕
入
れ
先
に
再
生
エ
ネ
電
力
に
よ
る
製

造
を
要
請
し
、
主
要
取
引
先
の
約
半
数
（
１
１

０
社
）
が
応
じ
る
と
表
明
し
て
い
る
。
自
動
車

メ
ー
カ
ー
で
も
、
Ｖ
Ｗ
や
ポ
ル
シ
ェ
が
同
様
の

要
請
を
始
め
て
お
り
、
契
約
の
基
準
と
な
る
方

向
（
応
じ
な
い
と
取
引
困
難
に
）
で
あ
る
。

　

日
本
で
は
ト
ヨ
タ
が
21
年
に
主
要
取
引
先
に

３
％
削
減
を
要
請
し
た
先
行
例
だ
が
、
特
に
厳

し
い
訳
で
は
な
く
、
世
界
の
大
手
企
業
が
ブ
ラ

ン
ド
の
価
値
を
維
持
す
る
た
め
、
仕
入
れ
先
に

要
請
す
る
潮
流
は
今
後
強
ま
り
、
取
引
先
の
選

別
に
影
響
す
る
可
能
性
は
高
い
。
Ｌ
Ｃ
Ａ
で
の

＜原材料～車両製造段階での課題＞

再生可能エネルギーによる電力確保の壁

鉄・化学分野や大型輸送機用に必要な大量の水素
（特にグリーン水素）の確保の壁

＊欧州勢はアライアンスを組み、中東・北アフリカ・ウクライナ
等からパイプラインを構築し輸入する計画

＊バイオマス資源の育成・活用による対策（後述）

■再生エネ電力による生産で工場立地の競争力確保

■製造工場へのグリーン水素の安定供給源に

■カーボンオフセット権の優先的な提供

■合成液体燃料への転換・活用

　（内燃機関系のサプライチェーンや給油所等の維持）

■生分解型の循環型素材（内装用等）の提供

図２　原材料～車両製造段階での課題
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脱
炭
素
と
い
う
目
的
か
ら
、
デ
ィ
ー
ラ
ー
に
も

影
響
が
及
ぶ
可
能
性
は
高
い
。

　

脱
炭
素
へ
向
け
た
政
府
の
支
援
策
と
い
う
面

で
は
、
欧
州
・
米
国
は
日
本
に
比
べ
桁
違
い
の

規
模
を
計
画
し
て
い
る
。
米
国
の
Ｅ
Ｖ
普
及
策

は
、
自
国
製
の
み
を
補
助
す
る
条
件
で
あ
る
。

　

ま
た
Ｅ
Ｖ
普
及
の
鍵
を
握
る
充
電
イ
ン
フ
ラ

の
設
置
目
標
数
、
最
大
出
力
、
走
行
時
の
Ｃ
Ｏ

２
排
出
量
を
左
右
す
る
再
生
エ
ネ
由
来
の
充
電

イ
ン
フ
ラ
整
備
の
面
も
含
め
て
、
欧
米
に
対
し

量
的
・
質
的
両
面
で
後
れ
を
取
る
懸
念
が
あ
る
。

５
．
デ
ィ
ー
ラ
ー
が
な
す
べ
き
こ
と
と

貢
献
す
べ
き
こ
と

　

カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
に
向
け
て
、
デ
ィ

ー
ラ
ー
が
自
社
の
責
任
と
し
て
求
め
ら
れ
る
の

は
、①
自
社
で
の
温
暖
化
ガ
ス
の
直
接
排
出（
ス

コ
ー
プ
１
と
呼
ば
れ
る
）、
②
他
社
か
ら
供
給

さ
れ
た
電
気
・
熱
・
蒸
気
に
伴
う
間
接
排
出
（
ス

コ
ー
プ
２
）
の
抑
制
で
あ
る
（
次
頁
図
表
４
）。

　

自
社
で
の
直
接
排
出
（
ス
コ
ー
プ
１
）
は
、

事
業
活
動
で
の
ガ
ソ
リ
ン
や
ガ
ス
の
燃
焼
に
伴

う
も
の
で
あ
る
。
具
体
的
な
対
策
と
し
て
は
、

事
業
・
オ
ペ
レ
ー
シ
ョ
ン
の
効
率
化
に
よ
る
省

エ
ネ
推
進
、
社
用
車
の
電
動
化
と
車
両
利
用
の

効
率
化
、
社
内
会
議
や
商
談
の
リ
モ
ー
ト
化
推

進
等
が
挙
げ
ら
れ
る
。

　

間
接
的
な
排
出
は
、
電
力
利
用
が
主
と
な
る

が
、
具
体
策
と
し
て
は
、
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ

ー
に
よ
る
自
家
発
電
や
電
力
の
購
入
、
蓄
電
設

備
や
熱
電
併
給
設
備
の
利
用
、
Ｌ
Ｅ
Ｄ
照
明
へ

の
転
換
や
節
電
の
推
奨
等
が
あ
る
。

　

次
に
デ
ィ
ー
ラ
ー
が
貢
献
す
べ
き
こ
と
と
し

て
は
、
ユ
ー
ザ
ー
の
自
動
車
の
使
用
段
階
で
の

Ｃ
Ｏ
２
排
出
削
減
へ
の
貢
献
が
あ
る
。

　

自
動
車
分
野
で
は
ユ
ー
ザ
ー
の
使
用
段
階
で

の
Ｃ
Ｏ
２
排
出
量
の
多
さ
が
大
き
な
特
徴
で
あ

り
、
顧
客
接
点
の
デ
ィ
ー
ラ
ー
の
役
割
は
非
常

に
大
き
い
。
具
体
的
に
は
、
電
動
車
の
推
奨
、

エ
コ
ド
ラ
イ
ブ
の
推
奨
、
効
率
的
移
動
サ
ー
ビ

ス
の
提
供
等
が
あ
る
。
業
界
全
体
の
課
題
で
も

あ
り
、
行
政
や
業
界
か
ら
の
支
援
も
含
め
、
重

点
的
な
対
策
が
求
め
ら
れ
る
。

　

法
人
顧
客
向
け
ビ
ジ
ネ
ス
も
、
今
後
は
車
両

と
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
活
用
を
含
め
た
脱
炭
素
へ
の

ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
提
供
力
が
新
た
な
競
争
軸
と

な
る
だ
ろ
う
。
実
際
に
電
力
・
ガ
ス
会
社
が
Ｅ

Ｖ
や
カ
ー
シ
ェ
ア
の
サ
ー
ビ
ス
に
参
入
を
始
め

て
お
り
、
法
人
ビ
ジ
ネ
ス
の
世
界
が
先
行
し
て

変
化
す
る
と
予
想
す
る
。
ま
た
非
常
時
の
電
力

供
給
で
の
自
治
体
へ
の
協
力
等
、
都
市
の
蓄
電

イ
ン
フ
ラ
と
し
て
の
貢
献
も
期
待
さ
れ
る
。

　

な
お
Ｃ
Ｏ
２
の
排
出
削
減
の
た
め
に
は
、
ま

ず
は
社
内
外
で
の
排
出
量
の
可
視
化
が
出
発
点

と
し
て
重
要
で
あ
り
、
ブ
ロ
ッ
ク
チ
ェ
ー
ン
技

術
も
活
用
し
、
信
頼
性
あ
る
基
準
・
ル
ー
ル
を

備
え
た
仕
組
み
を
整
備
し
、
Ｌ
Ｃ
Ａ
を
通
じ
た

Ｃ
Ｏ
２
排
出
量
を
ト
レ
ー
ス
で
き
る
よ
う
に
す

る
こ
と
が
求
め
ら
れ
る
。

　

そ
う
し
た
中
で
、
デ
ィ
ー
ラ
ー
の
関
与
が
高

く
な
る
も
の
と
し
て
は
、
リ
サ
イ
ク
ル
部
品
の

活
用
が
あ
る
。
こ
れ
ま
で
リ
サ
イ
ク
ル
部
品
は

ニ
ー
ズ
も
流
通
量
も
少
な
く
、
光
が
当
た
っ
て

出所）環境省ホームページ

＜SBT(Science-based target)事務局が示すCO2削減量基準＞

SBTとは、パリ協定（世界の気温上昇を産業⾰命前より2℃を⼗分に下回る⽔準（Well 

Below2℃:WB2℃）に抑え、また1.5℃に抑えることを⽬指すもの）が求める⽔準と整合した、

5年~15年先を⽬標年として企業が設定する、温室効果ガス排出削減⽬標

図３　SBT（Science-based target）事務局が示す
CO2削減量基準
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い
な
か
っ
た
が
、
今
後
は
新
品
の
製
造
と
比
べ

Ｃ
Ｏ
２
排
出
を
大
き
く
減
ら
せ
、
循
環
型
経
済

（
サ
ー
キ
ュ
ラ
ー
エ
コ
ノ
ミ
ー
）
に
寄
与
す
る

点
か
ら
価
値
が
見
直
さ
れ
る
可
能
性
が
あ
る
。

　

そ
れ
を
見
越
し
て
、
安
全
安
心
な
リ
サ
イ
ク

ル
部
品
の
流
通
や
提
供
の
仕
組
み
を
整
え
、
環

境
に
良
い
製
品
の
推
奨
で
貢
献
し
な
が
ら
、
早

め
に
ビ
ジ
ネ
ス
の
ノ
ウ
ハ
ウ
を
磨
い
て
い
く
こ

と
も
意
義
が
あ
る
と
み
ら
れ
る
。

　

ま
た
車
の
廃
棄
段
階
で
も
貢
献
が
求
め
ら
れ

る
。
Ｅ
Ｕ
は
先
行
し
て
Ｅ
Ｖ
バ
ッ
テ
リ
ー
材
料

の
再
利
用
に
関
し
規
制
を
既
に
予
定
し
て
い
る
。

車
の
廃
棄
段
階
で
も
、
今
後
メ
ー
カ
ー
と
連
携

し
グ
ル
ー
プ
内
で
管
理
・
活
用
し
て
い
く
必
要

が
あ
る
。
Ｅ
Ｖ
・
Ｈ
Ｖ
バ
ッ
テ
リ
ー
の
再
資
源

化
の
仕
組
み
は
未
整
備
で
、
タ
イ
ヤ
や
金
属
類

な
ど
も
含
め
対
応
す
べ
き
課
題
は
多
く
、
業
界

責
任
の
遂
行
と
希
少
資
源
の
有
効
活
用
が
本
格

的
に
求
め
ら
れ
る
よ
う
に
な
る
。

６
．
地
域
活
性
化
へ
の
貢
献
と
新
た
な

ビ
ジ
ネ
ス
へ
の
創
出

　

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
中
で
も
バ
イ
オ
マ

ス
資
源
の
有
効
活
用
は
、
自
動
車
産
業
の
競
争

力
維
持
や
地
域
経
済
・
社
会
へ
の
貢
献
の
面
で

波
及
効
果
が
大
き
い
と
考
え
て
お
り
、
関
連
し

た
対
策
案
を
ご
提
示
す
る
。

　

日
本
は
、
伝
統
的
に
生
態
系
と
の
共
生
・
互

恵
関
係
を
基
盤
と
し
た
文
化
が
維
持
さ
れ
、
江

戸
時
代
に
は
既
に
循
環
型
社
会
が
成
立
し
て
い

た
。
そ
れ
が
明
治
以
降
、
特
に
戦
後
は
、
一
次

産
業
も
化
石
燃
料
を
多
用
し
、
輸
入
資
材
や
製

品
に
依
存
す
る
構
造
へ
と
変
貌
し
、
従
事
人
口

が
減
少
を
続
け
、
衰
退
を
続
け
て
き
た
。

　

日
本
の
森
林
比
率
は
69
％
で
世
界
２
位
（
15

年
）
で
、
さ
ら
に
世
界
的
に
見
て
も
栄
養
に
富

む
（
炭
素
貯
留
量
が
多
い
）
土
壌
に
恵
ま
れ
て

い
る
一
方
、
森
林
面
積
当
り
の
木
材
生
産
量
は

極
め
て
低
く
（
ド
イ
ツ
の
約
１
／
８
）、
資
源

を
生
か
せ
て
い
な
い
。
そ
の
分
、
特
別
な
技
術

革
新
の
ブ
レ
ー
ク
ス
ル
ー
を
待
た
な
く
て
も
実

現
可
能
な
こ
と
は
多
い
。

　

ま
ず
国
産
木
材
を
住
宅
等
に
活
用
し
、
木
材

加
工
の
副
産
物
や
残ざ

ん
さ渣
を
木
質
バ
イ
オ
マ
ス
エ

ネ
ル
ギ
ー
と
し
て
活
用
、
更
に
今
後
は
Ｃ
Ｏ
２

吸
収
源
と
し
て
の
取
引
価
値
も
加
わ
れ
ば
、
経

済
価
値
を
大
き
く
高
め
る
こ
と
が
可
能
と
思
わ

れ
る
。
但
し
、
林
業
再
生
に
向
け
林
道
の
整
備
、

サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
形
成
、
量
産
や
Ｉ
Ｔ
活
用

に
よ
る
効
率
追
求
等
が
求
め
ら
れ
る
。

　

海
外
で
は
ア
ッ
プ
ル
が
４
月
に
２
億
ド
ル
の

森
林
再
生
フ
ァ
ン
ド
を
設
立
し
た
。
Ｃ
Ｏ
２
排

出
権
取
引
で
の
収
益
や
、
仕
入
先
で
の
脱
炭
素

の
25
％
程
度
の
未
達
成
見
込
み
分
の
相
殺
等
を

狙
う
と
み
ら
れ
て
い
る
。

　

森
林
再
生
に
よ
る
環
境
改
善
と
経
済
価
値
向

上
の
重
要
な
起
点
と
な
る
の
が
、森
林
の
育
成
・

保
全
活
動
で
あ
り
、
林
業
人
口
が
不
足
す
る
中
、

地
域
住
民
に
協
力
を
呼
び
か
け
て
い
く
活
動
が

求
め
ら
れ
る
が
、
顧
客
接
点
で
地
域
住
民
と
の

強
い
絆
と
発
信
力
・
動
員
力
を
持
つ
デ
ィ
ー
ラ

ー
の
役
割
は
非
常
に
期
待
で
き
る
。

＜温室効果ガスのサプライチェーン排出量の区分と範囲＞

出所）環境省ホームページ

図４　温室効果ガスのサプライチェーン排出量の区分と範囲
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現
在
は
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
に
力
を
入
れ
、
地
域
社
会

か
ら
の
支
持
を
得
て
自
社
ブ
ラ
ン
ド
確
立
を
目

指
す
デ
ィ
ー
ラ
ー
が
増
え
て
い
る
が
、
こ
の
活

動
は
特
に
価
値
が
高
い
と
思
わ
れ
る
し
、
実
際

に
森
林
保
全
を
兼
ね
た
イ
ベ
ン
ト
を
実
施
し
継

続
し
て
い
る
実
例
も
少
な
か
ら
ず
あ
る
。

　

森
林
資
源
の
育
成
が
進
ん
で
く
れ
ば
、
ま
ず

は
自
動
車
業
界
内
で
の
貢
献
が
見
込
ま
れ
る
。

メ
ー
カ
ー
・
サ
プ
ラ
イ
ヤ
ー
工
場
へ
の
再
生
エ

ネ
電
力
、
グ
リ
ー
ン
水
素
、
カ
ー
ボ
ン
オ
フ
セ

ッ
ト
権
の
優
先
的
な
提
供
、
内
燃
機
関
の
サ
プ

ラ
イ
チ
ェ
ー
ン（
サ
プ
ラ
イ
ヤ
ー
や
給
油
所
等
）

を
生
か
せ
る
合
成
液
体
燃
料
へ
の
転
換
、
生
分

解
性
素
材
（
内
装
用
な
ど
）
の
提
供
等
の
可
能

性
が
あ
る
（
Ｐ
４
図
２
）。

　

次
に
デ
ィ
ー
ラ
ー
自
身
の
ビ
ジ
ネ
ス
と
し
て

は
、
再
生
エ
ネ
発
電
装
置
と
電
動
モ
ビ
リ
テ
ィ

を
一
体
化
し
た
サ
ブ
ス
ク
プ
ラ
ン
や
、
地
域
住

民
の
出
資
を
募
り
共
同
で
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
事
業

体
の
運
営
、
遊
休
不
動
産
の
取
得
や
管
理
を
通

じ
た
高
付
加
価
値
化
ビ
ジ
ネ
ス
（
発
電
用
・
農

地
化
等
）
等
が
考
え
ら
れ
る
。
ま
た
脱
プ
ラ
ス

チ
ッ
ク
の
潮
流
に
沿
っ
た
生
分
解
型
の
各
種
資

材
の
販
売
や
、
電
力
や
Ｃ
Ｏ
２
排
出
権
の
取
引

を
含
む
決
済
・
情
報
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
を
基

に
し
た
顧
客
世
帯
の
ラ
イ
フ
タ
イ
ム
バ
リ
ュ
ー

ビ
ジ
ネ
ス
の
展
開
等
が
期
待
さ
れ
る
。
但
し
、

商
社
や
金
融
機
関
等
異
業
種
と
の
連
携
が
実
現

の
た
め
に
重
要
と
な
る
。

　

さ
ら
に
全
国
で
移
動
困
難
者
向
け
に
大
変
多

く
の
Ｍ
ａ
ａ
Ｓ
事
業
が
実
施
さ
れ
て
い
る
が
、

自
律
的
な
運
営
で
採
算
が
取
れ
る
所
ま
で
行
く

の
は
非
常
に
難
し
い
。
欧
州
で
は
、
地
域
共
同

体
で
の
イ
ン
フ
ラ
事
業
で
、
公
共
交
通
事
業
で

の
赤
字
を
エ
ネ
ル
ギ
ー
事
業
で
の
黒
字
で
相
殺

す
る
の
が
典
型
例
と
な
っ
て
い
る
。
日
本
で
も
、

今
後
必
要
度
が
さ
ら
に
高
ま
る
Ｍ
ａ
ａ
Ｓ
事
業

を
持
続
可
能
に
す
る
た
め
に
も
、
エ
ネ
ル
ギ
ー

事
業
と
の
一
体
的
運
営
が
有
効
と
思
わ
れ
る
。

　

生
態
系
保
全
と
エ
ネ
ル
ギ
ー
自
給
率
向
上
を

通
じ
、
域
内
で
の
資
金
循
環
を
高
め
、
若
年
雇

用
を
創
出
し
、
防
災
性
や
効
率
も
高
い
永
続
性

あ
る
安
心
な
地
域
社
会
を
形
成
し
、
次
代
に
引

き
継
い
で
い
く
こ
と
が
願
い
で
あ
る
。

　

こ
う
し
た
新
た
な
脱
炭
素
へ
向
け
た
チ
ャ
レ

ン
ジ
に
は
、
一
・
二
・
三
次
産
業
が
連
携
し
た

活
動
が
必
要
と
な
り
、
良
い
先
行
例
が
生
ま
れ

る
こ
と
が
理
想
と
考
え
て
い
る
。
そ
の
た
め
弊

社
は
東
京
海
上
日
動
火
災
様
と
連
携
し
て
呼
び

か
け
を
始
め
て
お
り
、
北
海
道
で
は
あ
る
デ
ィ

ー
ラ
ー
経
営
者
の
ご
賛
同
・
ご
協
力
を
得
て
、

地
元
の
商
工
会
議
所
全
体
で
一
緒
に
考
え
る
ア

ク
シ
ョ
ン
の
ト
ラ
イ
ア
ル
を
始
め
て
い
る
。

　

温
暖
化
に
伴
い
、
自
然
界
が
本
来
の
バ
ラ
ン

ス
を
失
っ
た
影
響
が
足
下
で
様
々
に
出
て
い
る
。

な
か
で
も
今
世
界
中
で
、
温
暖
化
の
影
響
で
土

地
が
乾
燥
化
し
、
山
火
事
が
頻
発
し
て
、
Ｃ
Ｏ

２
が
膨
大
に
発
生
。
山
火
事
の
黒
い
煤
（
光
を

吸
収
）
の
飛
来
で
氷
河
や
永
久
凍
土
の
融
解
が

加
速
し
土
壌
が
流
亡
、「
温
暖
化
」
と
「
砂
漠
化
」

の
悪
循
環
が
加
速
す
る
影
響
が
深
刻
に
な
っ
て

い
る
。
人
手
を
離
れ
た
所
で
進
む
悪
循
環
は
、

ど
の
産
業
に
も
打
撃
を
与
え
る
た
め
、
全
産
業

が
協
力
し
、
生
態
系
本
来
の
循
環
を
取
り
戻
す

た
め
の
対
策
が
今
ま
さ
に
求
め
ら
れ
る
。

＜脱炭素時代のディーラーの新たなビジネス案＞

モビリティ＋エネルギービジネスの確立

◎再生エネ発電機器＋モビリティを一体化したサブスク利用プラン

◎地域内再生エネルギーの販売、住民共同出資体等の組織化支援

（バイオマス、太陽光、小風力、小水力、地熱、グリーン水素等）

◎地域の遊休不動産の高付加価値資源化ビジネス（発電用・農地化等）

◎先端技術での農林業の自動化・生産性向上、農地のEVインフラ化

◎分解（循環）可能な多様なﾊﾞｲｵﾏｽ商材の開発・販売（脱ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ）

◎CO2取引含む金融・決済を軸としたプラットフォーム構築

（その情報を基にした顧客世帯のライフタイムバリュービジネスの展開）
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図５　脱炭素時代のディーラーの新たなビジネス案
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